
食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１  県は、食産業の振興を図るため、県内の食料品製造業者等が行う、地域の食材等を活用した商品開発や 

産業廃棄物等の削減に資する商品開発、近年の気候変動への対応により県内で生産が拡大している農産物

又は気候変動による環境の変化に対応するため県の試験研究機関で試験に供されている農産物及び水産物

を活用した商品開発に要する経費について、予算の範囲内において、食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事

業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付等に関しては、補助金等交付規則（昭和５１

年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２  この要綱において、「食料品製造業者等」とは、県内に事業所を有する次に掲げるものをいう。 

（１）  日本標準産業分類（平成２１年３月２３日付け総務省告示第１７５号）に規定する食料品製造業及び飲

料・たばこ・飼料製造業（たばこ及び飼料・有機質肥料製造業を除く、以下「食料品製造業」という）に係る 

事業者 

（２）  新たに食料品製造業に参入を予定しているもの食料品製造業者に製造を委託する者 

（３）  食料品製造業者に製造を委託する者 

（４）  前三号に掲げるもののほか、宮城県の食産業の振興を図る事業実施主体として知事が適当と認めた者 

２  この要綱において「地域の食材等」とは、次に掲げる食材をいう。 

  （１）  県内で産出された農林水産物 

（２）  県内で産出された農林水産物を原料とした加工品 

（３）  前二号に掲げる食材のほか、宮城県の食産業の振興を図る食材として知事が適当と認めたもの 

３  この要綱において「産業廃棄物等の削減」とは、次に掲げる取組をいう。 

  （１）  事業実施者及び取引先事業者が排出する産業廃棄物の削減 

（２）  生産、選別、調製過程で廃棄されている農林水産物の食品ロスの削減 

４  この要綱において「近年の気候変動への対応により県内で生産が拡大している農産物又は気候変動による 

環境の変化に対応するため県の試験研究機関で試験に供されている農産物及び水産物」とは、別表１に掲げ 

る農産物及び水産物をいう。 

 

（交付対象等） 

第３  補助金の補助区分は下記のとおりとする。  

  （１）  地域の食材等を活用した商品開発を行う事業（以下「選ばれる商品づくり事業」という。） 

（２）  地域の食材等を活用した、産業廃棄物等の削減に資する商品開発を行う事業（以下「持続可能社会に 

向けた商品づくり事業」という。） 

（３）  地域の食材等で、近年の気候変動への対応により県内で生産が拡大している農産物又は気候変動に

よる環境の変化に対応するため県の試験研究機関で試験に供されている農産物及び水産物を活用した商

品開発を行う事業（以下「気候変動に対応した商品づくり事業」という。） 

 （４）  前三号にて行う商品開発とは、商品の中身に係る新規開発、改良を伴う取組を指し、パッケージや包装 

資材のみの変更、既存商品の単純な冷凍化のみ等といった簡易な改良は対象としない。 

２  補助金の交付対象となる事業は、次の第１号から第３号までに掲げる要件の全てを満たさなければならない。 

（１）  次のイからハまでのいずれかに該当すること。 

イ  選ばれる商品づくり事業は、地域の食材等を活用した商品を開発すること。 



ロ  持続可能社会に向けた商品づくり事業は、地域の食材等を活用した産業廃棄物等の削減に資する商

品を開発すること。 

ハ  気候変動に対応した商品づくり事業は、地域の食材等で、近年の気候変動への対応により県内で生 

産が拡大している農産物又は気候変動による環境の変化に対応するため県の試験研究機関で試験に 

供されている農産物及び水産物を活用した商品を開発すること。 

（２）  事業実施期間内に一定の事業成果が見込まれること。 

（３）  当事業により開発又は改良される商品が、原則として県内で製造されること。 

３  補助金の交付対象となる事業の内容、補助率及び経費等は、別表２及び別表３のとおりとする。 

４  補助対象経費に補助率を乗じて得た補助金の額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとす

る。 

 

（事業の実施期間） 

第４  この事業の実施期間は、原則として交付決定日から交付決定年度の２月２５日までとする。 

 

（交付の申請） 

第５  規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は、別記様式第１号によるものとし、その提出期 

限は知事が別に定める日とする。 

２  食料品製造業者等は、前項の補助金の申請をするに当たり、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に 

係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法 

律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭 

和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金

額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時に

おいて当該消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

３  規則第３条第２項の規定により補助金交付申請書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。 

（１）  補助事業計画書（別記様式第１号－別紙１） 

（２）  事業費積算明細書（別記様式第１号－別紙２） 

（３）  事業スケジュール（別記様式第１号－別紙３） 

（４）  商品販売計画（別記様式第１号－別紙４） 

（５）  産業廃棄物等の削減計画（別記様式第１号－別紙５）〔持続可能社会に向けた商品づくり事業の場合〕 

（６）  暴力団排除に関する誓約書（別記様式第１号－別紙６） 

（７）  直近３期分の決算報告書の写し 

（８）  登記事項証明書〔法人の場合〕又は代表者の住民票抄本〔個人の場合〕 

（９）  納税証明書（全ての県税） 

（10）  その他知事が必要と認める書類 

４  次のいずれかに該当する事業者は、交付申請をすることができない。 

（１）  暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）に規定する暴力団又は暴力団員等 

（２）  県税に未納がある者 

５  知事は、前項第１号に規定する暴力団又は暴力団員等に関する事項について、県警察本部長宛て照会す

ることができる。 

 

（交付の決定） 

第６  知事は、補助金の交付決定に当たっては、あらかじめ事業内容を審査するものとし、その審査方法につい 



ては、別に定める。 

２  知事は、第５の規定による補助金の交付申請があった場合、前項の規定による審査結果を参考に、適当と認

めるときは、補助金の交付決定を行うものとする。 

３  同一食料品製造業者等かつ同一事業内容において、他補助事業と併用で本補助事業の交付決定を受ける 

ことはできない。 

４  知事は、交付決定に当たって、第５第２項本文の規定により補助金に係る消費税等仕入控除税額について

減額して交付申請がなされたものについては、当該申請に係る補助対象経費から当該消費税等仕入控除税

額を減額するものとする。 

５  知事は、第５第２項ただし書の規定により交付の申請がなされたものについては、補助金に係る消費税等仕

入控除税額について、補助金の額の確定時において減額を行うこととし、その旨の条件を付して交付決定を行

うものとする。 

 

（事業の着手） 

第７  事業実施主体は、第６第２項の規定による通知を受けた後に補助事業に着手するものとする。 

２  前項の規定にかかわらず、やむを得ない事情により、第６第２項の規定による交付決定の通知を受ける前 

に事業を実施する必要がある場合は、その理由を明記した別記様式第 11 号による交付決定前着手届を、別 

記様式第１号に添付し知事に提出した上で行う取組は、当該取組の後に第６第２項の規定による通知を受け 

た範囲において、補助の対象とすることができる。 

３  前項の規定により交付決定の通知を受ける前に事業を実施する事業実施主体は、交付決定の通知を受ける 

までに実施する事業に関して、理由を問わず交付決定を受けられなかった場合は自らの負担となること及び不 

可抗力を含むあらゆる事由によって生じた損失は自らの責任とすることを了知の上で実施するものとする。 

 

（補助事業の変更） 

第８  補助事業（補助金の交付の対象となる事業をいう。以下同じ。）を行う者（以下「補助事業者」という。）は、 

補助事業の内容の変更又は補助事業に要する経費の変更をしようとするときは、あらかじめ別記様式第２号及 

びその別紙による申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、次に掲げる変更につい 

てはその限りではない。 

(１)  補助対象経費の３０％以内の変更である場合 

(２)  補助目的に変更をもたらさない事業計画の細部の変更である場合 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第９  補助事業者は、補助事業を中止若しくは廃止又は他に継承させようとするときは、あらかじめ別記様式第３ 

号による申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（補助事業遅延等の報告） 

第１０  補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき又は補助事業の遂行が 

困難になったときには、速やかに、別記様式第４号による報告書を知事に提出し、その指示を受けなければならな 

い。 

 

（遂行状況報告） 

第１１  補助事業者は、補助事業の遂行及び支出状況について、別に定める期日までに別記様式第５号による遂行状況 

報告書を知事に提出しなければならない。 



 

（実績報告） 

第１２  規則第１２条第１項の規定による補助事業実績報告書の様式は、別記様式第６号によるものとする。 

２  補助事業者は、前項の実績報告を行うにあたって、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかな場合に 

は、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

３  規則第１２条第１項の規定により補助事業実績報告書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。 

（１）  補助事業実績書（別記様式第６号－別紙１） 

（２）  事業費支出明細書（別記様式第６号－別紙２） 

（３）  補助事業用帳簿（別記様式第６号－別紙３） 

（４）  商品販売計画（実績）（別記様式第６号－別紙４） 

（５）  産業廃棄物等の削減計画（実績）（別記様式第６号－別紙５）〔持続可能社会に向けた商品づくり事業の

場合〕 

（６）  見積書、契約書、納品書及び領収書等の写し 

（７）  その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の交付方法） 

第１３  補助金は規則第１３条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。ただし、知事は、補助事 

業の遂行上必要と認めるときは、規則第１５条ただし書の規定により概算払により交付することができるものと、 

その請求書の様式は、別記様式第７号によるものとする。 

 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１４  補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税等仕入控 

除税額が確定した場合には、別記様式第８号により速やかに知事に報告しなければならない。 

２  知事は、前項の報告があった場合には、消費税等仕入控除税額の全額又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（工業所有権に関する届出） 

第１５  補助事業者は、補助事業に基づく発明、考案等に関して、特許権、実用新案権又は意匠権（以下「工業 

所有権」という。）を補助事業年度又は補助事業年度の終了後３年間以内に出願若しくは取得した場合又はそ 

れらを譲渡し、若しくは実施権を設定した場合には、遅滞なく別記様式第９号による工業所有権取得等届出書 

を知事に提出しなければならない。 

 

（販売状況の報告） 

第１６  補助事業者は、補助事業により開発された商品について、事業実施年度終了後の４年間の販売状況を 

別記様式第１０号により知事に報告しなければならない。 

 

（書類の提出等） 

第１７  この要綱により知事に提出する書類の部数は各１部とし、それぞれ農政部食産業振興課に提出するもの 

とする。 

 

（成果の発表） 

第１８  知事は、補助金の交付を受けて行った補助事業の成果について、必要があると認めるときは、補助事業 

者に成果を発表させることができるものとする。 



 

（その他） 

第１９  この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項については、別に定める。 

 

附 則 

１  この要綱は、令和３年４月９日から施行し、令和３年度予算に係る補助金に適用する。 

２  この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、当該補助金にも適 

用するものとする。 

３  食材王国みやぎ選ばれる商品づくり支援事業補助金交付要綱（令和元年５月１日施行、以下、「旧要綱」とい 

う。）は、廃止する。ただし、旧要綱第１４及び第１５の規定は、この要綱施行後でも、なおその効力を有する。 

 

附 則 

１  この要綱は、令和４年４月１１日から施行し、令和４年度予算に係る補助金に適用する。 

２  この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、当該補助金にも適 

用するものとする。 

 

附 則 

１  この要綱は、令和５年４月１２日から施行し、令和５年度予算に係る補助金に適用する。 

２  この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、当該補助金にも適 

用するものとする。 

 

附 則 

１  この要綱は、令和６年４月１６日から施行し、令和６年度予算に係る補助金に適用する。 

２  この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、当該補助金にも適 

用するものとする。 

 

附 則 

１  この要綱は、令和７年４月１４日から施行し、令和７年度予算に係る補助金に適用する。 

２  この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、当該補助金にも適 

用するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１（気候変動に対応した商品づくり事業の対象品目等） 

区 分 品 目 等 

野菜類 
さつまいも、たまねぎ、ブロッコリー、せり、ほうれんそう、レタス、キャベツ、えだまめ、

ゆきな 

魚種 
アカムツ、シイラ、エイ類、ギンザケ稚魚、サワラ、規格外カキ、ノリ端材、産卵後のギン

ザケ親魚、タチウオ、チダイ、カマス 

 

別表２（事業の内容及び補助率等） 

補助区分 補助対象事業の内容 補助限度額 補助率 

選ばれる商品づくり事業 
・地域の食材等を活用した商品開発 

・開発した商品のテスト販売、販路開拓 
１，５００千円 

補助対象経費の

２分の１以内 

持続可能社会に向けた 

商品づくり事業 

・地域の食材等を活用した、産業廃棄

物等の削減に資する商品開発 

・開発した商品のテスト販売、販路開拓 

３，０００千円 

気候変動に対応した商品

づくり事業 

・地域の食材等で、近年の気候変動へ

の対応により県内で生産が拡大してい

る農産物又は気候変動による環境の

変化に対応するため県の試験研究機

関で試験に供されている農産物及び

水産物を活用した商品開発 

・開発した商品のテスト販売、販路開拓 

３，０００千円 

 

別表３（事業の経費） 

経費項目 具 体 的 な 内 容 

謝   金 
事業を実施するために直接必要な専門的知識の提供等について協力を得た者に

対する謝礼に必要な経費 

旅   費 

事業を実施するために直接必要な補助事業者が行うマーケティングなどの活動や外部

専門家等の指導に要する交通費、宿泊料 

※補助対象経費総額の４分の１を限度とする。 

  また、飛行機利用時は、運賃、旅客施設使用料、燃料サーチャージ、航空保険特別

料金に該当する費用のみを補助対象とし、海外での移動費は補助対象外とする。 

研究開発費 

商品開発に直接必要な原材料費（自社からの仕入れは対象外）、外注費、検査・

分析費、機械リース料、包装デザイン等開発費、コンサルティング等委託費、その他

知事が適当と認める経費 

調査研究費 

サンプル製作費（無料配付に限る）、紹介資料作成費、開発する商品の調査研究に

直接必要なマーケティング委託費、コンサルティング委託費、試験・調査費、その他

知事が適当と認める経費 

庁   費 

事業を実施するために直接必要な会場等借用料、消耗品費、商談会等出展経費、

資料購入費、送料、ポスター・パンフレット等の制作費※、広告料などの PR 経費※、

その他知事が適当と認める経費 

※開発した商品にかかる経費のみ対象とする。 

 



 

 

食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事業 別記様式一覧 

様式 番号 様式 名称 備考 

別記様式第１号 補助金交付申請書  

 

別紙１ 

補助事業計画書 

（選ばれる商品づくり事業・持続可能社会に向けた商

品づくり事業・気候変動に対応した商品づくり事業） 

 

別紙２ 事業費積算明細書 別添Excel 参照 

別紙３ 事業スケジュール 別添Excel 参照 

別紙４ 商品販売計画 別添Excel 参照 

別紙５ 
産業廃棄物等の削減計画 

※持続可能社会に向けた商品づくり事業のみ 
別添Excel 参照 

別紙６ 暴力団排除に関する誓約書  

(別紙) 役員等名簿 別添Excel 参照 

別記様式第２号 補助事業内容（経費）の変更承認申請書  

 別紙 補助事業変更計画書  

別記様式第３号 事業中止（廃止、継承）承認申請書  

別記様式第４号 補助事業遅延等報告書   

別記様式第５号 遂行状況報告書  

別記様式第６号 補助事業実績報告書  

 

別紙１ 

補助事業実績書 

（選ばれる商品づくり事業・持続可能社会に向けた商

品づくり事業・気候変動に対応した商品づくり事業） 

 

別紙２ 事業費支出明細書 別添Excel 参照 

別紙３ 補助事業用帳簿 別添Excel 参照 

別紙４ 商品販売計画（実績） 別添Excel 参照 

別紙５ 
産業廃棄物等の削減計画（実績） 

※持続可能社会に向けた商品づくり事業のみ 
別添Excel 参照 

別記様式第７号 事業費補助金概算払請求書  

別記様式第８号 消費税及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書  

別記様式第９号 事業費補助金に係る工業所有権取得等届出書  

別記様式第１０号 販売状況報告書  

別記様式第１１号 交付決定前着手届出書  

 

※参考様式及び記入例 

様式 番号 様式 名称 備考 

参考様式１ 謝金支出調書 別添Excel 参照 

参考様式２ 旅費支出調書 別添Excel 参照 

参考様式３ 物品・庁費等支出調書 別添Excel 参照 

参考様式４ 委託費支出調書 別添Excel 参照 

参考様式５ 受払簿 別添Excel 参照 

 



 

 

別記様式第１号 

    年度食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事業費補助金交付申請書 

 

 

                                     年  月  日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

 住  所 

申請者 名称及び 

代表者名 

  

 

     年度において、下記のとおり食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事業を実施したいので、補

助金等交付規則第３条の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

１ 補助事業の目的 

 

 

２ 補助事業に要する経費及び補助金交付申請額 

（１）補助事業に要した経費              円（税抜） 

（２）（１）のうち補助事業対象経費           円（税抜） 

（３）補助金交付申請額                 円 

 

３ 補助事業の内容等 

   別添のとおり 

 

４ 補助事業完了予定期日 

       年  月  日 

 

５ 添付書類 

（１）補助事業計画書（別記様式第１号－別紙１） 

（２）事業費積算明細書（別記様式第１号－別紙２） 

（３）事業スケジュール（別記様式第１号－別紙３） 

（４）商品販売計画（別記様式第１号－別紙４） 

（５）産業廃棄物等の削減計画（別記様式第１号－別紙５） 

※持続可能社会に向けた商品づくり事業のみ 

（６）暴力団排除に関する誓約書（別記様式第１号－別紙６） 

（７）直近３期分の決算報告書の写し 

（８）登記事項証明書〔法人の場合〕又は代表者の住民票抄本〔個人の場合〕 

（９）納税証明書（全ての県税） 

（１０）その他知事が必要と認める書類（会社概要等） 



 

 

別記様式第１号－別紙１ 

補 助 事 業 計 画 書 

（ 選ばれる商品づくり事業 ・ 持続可能社会に向けた商品づくり事業  

・ 気候変動に対応した商品づくり事業 ） 

 

     年  月  日 

１ 事業テーマ  

 

 

 

 

２ 事業者の概要 

事業者名称 

代表者氏名 

 

担当者氏名 

(所属部署名) 

所 在 地  〒 

  

         TEL：                FAX： 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ  E-mail  

設立年月日 

     年   月   日 

資本金 

       （千円） 

従業員数 常時：     人 

     臨時：     人 

主な事業の概要 

 

 

 

主な商品の概要 

 

 

直近３年間の決算状況（直近から順に記入） 

（単位：千円） 

  売上高 営業利益 当期利益  

年  月  期 

（第  期） 

   

年  月  期 

（第  期） 

   

年  月  期 

（第  期） 

   

 

 



 

 

３ 事業計画の内容 

（１）背景・必要性 

 

（２）対象となる商品の概要（開発状況についても記載） 

 

（３）商品の新規性（従来の自社製品と異なる新しい要素又は新たに活用する地域食材について） 

 

（４）商品の差別化（他社の類似商品・競合商品との比較） 

 

（５）具体的な取組内容（事業の具体的内容、課題がある場合にはその対応等） 

 

（６）マーケティング戦略 

①市場ニーズ及び想定ターゲット 

 

②想定される販売価格及び利益率 

 

③流通（想定される販売先・販売方法） 

 

④販路開拓・PR方法 

 

（７）産業廃棄物等の削減効果（持続可能社会に向けた商品づくり事業のみ、具体的な内容等を記入） 

  ①本事業で削減する産業廃棄物等の名称 

 

 

  ②上記①が削減されることにより得られる効果 

 

 

（８）地域の食材等で、近年の気候変動への対応により県内で生産が拡大している農産物又は気候変動   

  による環境の変化に対応するため県の試験研究機関で試験に供されている農産物及び水産物 

（気候変動に対応した商品づくりのみ、具体的な内容等を記入） 

  ①本事業で活用する農産物及び水産物の名称 

 

  ②上記①を活用することで得られる成果等 

 

 
（９）開発商品の製造に関すること 

  ①製造予定事業者及び加工施設の所在地 

   製造予定事業者名： 



 

 

   加工施設の所在地： 

  ②製造予定事業者が取得している又は取得予定の営業許可（本事業の商品開発に必要なもの） 

   ※取得予定のものについては具体的な取得予定時期を記載してください。 

 

 

（１０）特記事項等 

 

 

 

４ 外部連携体制等（具体的な提携先及び外部委託（委嘱）先等） 

 

 

 

５ 事業目標 

 

 

 

６ 経費の内訳                                      （単位：円） 

補助対象事業 事業費（税抜） 補助金申請額（税抜） 自己負担額（税抜） 

計 画    

 

 



別記様式第１号－別紙２

事業者名：

（単位：円）

内容 金額（税抜）

0合　　計

事　業　費　積　算　明　細　書

積　算　明　細
事業内容（取組内容） 経費項目



別記様式第１号－別紙３

事業者名：

事業内容（取組内容） 備考

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

事　業　ス　ケ　ジ　ュ　ー　ル



別記様式第１号－別紙４

事業者名：

（単位：千円）

補助事業
実施年度

（　　年　　月～
　　　年　　月）

事業後
１年目

（　　年　　月～
　　　年　　月）

事業後
２年目

（　　年　　月～
　　　年　　月）

事業後
３年目

（　　年　　月～
　　　年　　月）

事業後
４年目

（　　年　　月～
　　　年　　月）

1

2

3

4

5

0 0 0 0 0

商　品　販　売　計　画

商品名
（本事業で開発する
商品ごとに記載）

合計



別記様式第１号－別紙５

事業者名：

（単位：　　）

補助事業
実施年度

（　　年　　月～
　　　年　　月）

事業後
１年目

（　　年　　月～
　　　年　　月）

事業後
２年目

（　　年　　月～
　　　年　　月）

事業後
３年目

（　　年　　月～
　　　年　　月）

事業後
４年目

（　　年　　月～
　　　年　　月）

1

2

3

4

5

0 0 0 0 0 0

※本事業により、削減される産業廃棄物等の名称及び事業実施前年の廃棄量と事業実施後の削減量を記載すること。

※必要に応じて欄を増やすこと。

産業廃棄物等の削減計画

合計

産業廃棄物等の名称
事業実施

前年の廃棄量

産業廃棄物等の削減量



 

 

別記様式第１号－別紙６ 

 

 

誓 約 書 

 
 
 □ 私 
 □ 当社 
 は、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。 
 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異
議は一切申し立てません。 
 また、貴職において必要と判断した場合に、別紙「役員等名簿」により提出する当方の個人情報を警
察に提供することについて同意します。 
 

記 
１ 補助事業者として不適当な者 
(1) 暴力団（暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）第２条第２号に規定する暴力団をい

う。以下同じ。）又は暴力団員等（同条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）
であるとき 

(2) 事業者（暴力団排除条例第２条第７号に規定する事業者をいう。以下同じ。）の役員等（個人であ
る場合はその者、法人その他の団体である場合は役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又は
これらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該団
体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する
ものと認められる者を含む。)をいう。以下同じ。）が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図
る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしていると
き 

(3) 事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど
直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

(4) 事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなどし
ているとき 

(5) 事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 
 
２ 補助事業者の相手方として不適当な行為をする者 
 (1)  暴力的な要求行為を行う者 
 (2) 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 
 (3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 
 (4) 偽計又は威力を用いて補助事業を担当する県職員等の業務を妨害する行為を行う者 
 (5) その他前各号に準ずる行為を行う者 
 
 
  宮城県知事       殿 
 
 
      年  月  日 
 
 

住所（又は所在地） 
 
社名及び代表者名                   印 
 

 

※ 添付書類：役員等名簿



元号 年 月 日

例 ミヤギ タロウ 宮城 太郎 昭和 47 11 11 男性 仙台市○○○1-1-1

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

※登記事項証明書に記載の役員等を記入すること。

事業者名

担当者 役職・氏名

電話番号

「役員等名簿」

商号又は名称人数 氏名（フリガナ） 氏名（漢字）
生年月日（半角）

性別 住所（本社住所）

（株）○○○○



 

 

別記様式第２号 

 

     年度食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事業費補助金に係る 

補助事業内容（経費）の変更承認申請書 

 

 

                                      年  月  日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

 住  所 

申請者 名称及び 

代表者名 

 

 

     年  月  日付け宮城県（  ）指令第  号で食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事

業費補助金の交付決定の通知のありました補助事業の内容（経費）について、下記のとおり変更した

いので、承認されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

記 

１ 変更の理由 

 

 

 

 

 

 

２ 変更の内容 

 

 

 

 

 

 

 

※ 添付資料 

  補助事業変更計画書（別記様式第２号－別紙） 

  変更後の事業費積算明細書（別記様式第１号－別紙２） 

  



 

 

別記様式第２号－別紙 

補 助 事 業 変 更 計 画 書 

 

 

 

１ 事業内容の変更 

(1)  変 更 前 

 

 

 

 

 

 

(2)  変 更 後 

 

 

 

 

 

 

２ 経費の変更 

(1)  変 更 前 

（単位：円）  

事業費（税抜） 補助金申請額（税抜） 自己負担額（税抜） 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  変 更 後 

（単位：円）  

事業費（税抜） 補助金申請額（税抜） 自己負担額（税抜） 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別記様式第３号 

 

    年度食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事業中止（廃止、継承）承認申請書 

 

 

                                    年  月  日 

 

 

宮城県知事          殿 

 

 

 住  所 

申請者 名称及び 

代表者名 

 

 

     年  月  日付け宮城県（  ）指令第  号で食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事

業費補助金の交付決定の通知のありました補助事業について、下記の理由により、中止（廃止、継承）

したいので、承認されるよう申請します。 

 

記 

１ 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 中止の期間（廃止の時期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別記様式第４号 

 

    年度食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事業費補助金に係る補助事業遅延等報告書 

 

 

                                    年  月  日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

 住  所 

申請者 名称及び 

代表者名 

 

 

  年  月  日付け宮城県（  ）指令第  号で食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事

業費補助金の交付決定の通知のありました補助事業に係る事故について、下記のとおり補助金交付要

綱第１０の規定により報告します。 

 

記 

１ 補助事業の進捗状況 

 

 

 

２ 同上に要した経費（税抜） 

 

 

 

３ 事故の内容及び原因 

 

 

 

４ 事故に対する措置 

 

 

 

５ 補助事業の遂行及び完了の予定 

 

 

 

（注）１ 事故の理由を立証する書類を添付すること。 

２ 補助事業は、交付決定通知書において補助金の交付の対象となった事業を記載すること。



 

 

別記様式第５号 

 

    年度食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事業費補助金に係る補助事業 

遂行状況報告書 

 

 

                                    年  月  日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

 住  所 

申請者 名称及び 

代表者名 

 

 

     年  月  日付け宮城県（  ）指令第  号で食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事

業補助金の交付決定の通知のありました補助事業の遂行状況について、下記のとおり補助金交付要綱

第１１の規定により下記のとおり報告します。 

 

記 

１ 補助事業の進捗状況 

 

 

 

 

 

 

２ １に要した経費（税抜） 

 

 

 

 

 

 

３ 概算払済額 

 

 



 

 

別記様式第６号             

 

    年度食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事業費補助金に係る補助事業実績報告書 

 

 

                                    年  月  日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

 住  所 

申請者 名称及び 

代表者名 

 

 

     年  月  日付け宮城県（  ）指令第  号で食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事

業費補助金の交付決定の通知のありました補助事業について、下記のとおり完了しましたので、補助

金等交付規則第１２条の規定により関係書類を添えて報告します。 

 

記 

１ 補助事業の成果 

 

２ 補助事業に要した経費及び補助金実績額等 

（１）補助事業に要した経費              円（税抜） 

（２）（１）のうち補助事業対象経費           円（税抜） 

（３）補助金実績額                  円 

 （４）既受領額                    円 

 

３ 補助事業の内容等 

     別添のとおり 

 

４ 補助事業完了年月日 

       年  月  日  

 

※ 添付書類 （１）補助事業実績書（別記様式第６号－別紙１） 

（２）事業費支出明細書（別記様式第６号－別紙２） 

（３）補助事業用帳簿（別記様式第６号－別紙３） 

（４）商品販売計画（実績）（別記様式第６号－別紙４） 

（５）産業廃棄物等の削減計画（実績）（別記様式第６号－別紙５） 

 ※持続可能社会に向けた商品づくり事業のみ 

（６）見積書、契約書、納品書及び領収書等の写し 

（７）その他知事が必要と認める書類 

   



 

 

別記様式第６号－別紙１ 

補 助 事 業 実 績 書 

（ 選ばれる商品づくり事業 ・ 持続可能社会に向けた商品づくり事業  

・ 気候変動に対応した商品づくり事業 ） 

 

     年  月  日 

１ 事業テーマ  

 

 

 

 

２ 事業者の概要 

事業者名称 

代表者氏名 

 

担当者氏名 

(所属部署名) 

所 在 地  〒 

  

         TEL：                FAX： 

         E-mail： 

 

３ 事業の内容 

（１）事業目標に対する成果等 

（持続可能社会に向けた商品づくり事業のうち産業廃棄物等の削減効果については（２）に記入） 

 

 

 

 

（２）産業廃棄物等の削減効果（持続可能社会に向けた商品づくり事業のみ、具体的な内容等を記入） 

  ①本事業で削減する産業廃棄物等の名称 

 

  ②上記①が削減されることにより得られる効果 

 

 

（３）地域の食材等で、近年の気候変動への対応により県内で生産が拡大している農産物又は気候変動 

  による環境の変化に対応するため県の試験研究機関で試験に供されている農産物及び水産物 

（気候変動に対応した商品づくりのみ、具体的な内容等を記入） 

  ①本事業で活用する農産物及び水産物の名称 

 



 

 

  ②上記①を活用することで得られる成果等 

 

 

（４）開発した商品の概要 

 

 

（５）今後の展開について（販路開拓・PR活動等） 

 

 

 

４ 経費の内訳                                      （単位：円） 

 事業費（税抜） 補助金申請額（税抜） 自己負担額（税抜） 

計 画    

実 績    

増 減    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第６号－別紙２

事業者名：

（単位：円）

内容 金額（税抜）

合　　計

事　業　費　支　出　明　細　書

支　出　明　細
事業内容（取組内容） 経費項目



別記様式第６号―別紙３

(単位:円)

支出
No

支払月日 取組内容 経費項目 内　　容 支 払 先 支払方法
支払額

（税抜金額）
支払額

（税込金額）

支払額のうち
補助対象外の

金額
補助対象額

通 帳 の
整理番号

例 R6.10.20 マーケティング活動 調査研究費 マーケティング調査の委託費（市場調査） ㈱○○○○○○研究所 クレジットカード 100,000 110,000 10,000 100,000

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30

※「支払額のうち補助対象外の金額」の欄には、消費税額や相手方負担の振込手数料、宿泊代に含まれる飲食代等、補助対象外となる金額を記載すること。

補　助　事　業　用　帳　簿

合　　　　　　　計



別記様式第６号－別紙４

事業者名：

（単位：千円）

補助事業
実施年度

（　　年　　月～
　　　年　　月）

事業後
１年目

（　　年　　月～
　　　年　　月）

事業後
２年目

（　　年　　月～
　　　年　　月）

事業後
３年目

（　　年　　月～
　　　年　　月）

事業後
４年目

（　　年　　月～
　　　年　　月）

1

2

3

4

5

商　品　販　売　計　画（　実　績　）

商品名
（本事業で開発する
商品ごとに記載）

合計



別記様式第６号－別紙５

事業者名：

（単位：　　）

補助事業
実施年度

（　　年　　月～
　　　年　　月）

事業後
１年目

（　　年　　月～
　　　年　　月）

事業後
２年目

（　　年　　月～
　　　年　　月）

事業後
３年目

（　　年　　月～
　　　年　　月）

事業後
４年目

（　　年　　月～
　　　年　　月）

1

2

3

4

5

※本事業により、削減される産業廃棄物等の名称及び事業実施前年の廃棄量と事業実施後の削減量を記載すること。

※必要に応じて欄を増やすこと。

産業廃棄物等の削減計画（実績）

合計

産業廃棄物等の名称
事業実施

前年の廃棄量

産業廃棄物等の削減量



 

 

別記様式第７号 

 

    年度食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事業費補助金概算払請求書 

 

 

                                    年  月  日  

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

 住  所 

申請者 名称及び 

代表者名 

 

 

     年  月  日付け宮城県（  ）指令第  号で食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事

業費補助金の交付決定の通知のありました補助事業について、下記のとおり金       円を概

算払いにおいて交付されたく請求します。   

 

記 

１ 交付決定額 

 

２ 概算払受領済額 

 

３ 今回請求額 

 

４ 残額 

 

５ 概算払が必要な理由 

 

６ 経理責任者及び担当者並びに連絡先 

 



 

 

別記様式第８号 

 

    年度消費税及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書 

 

 

                                    年  月  日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

 住  所 

申請者 名称及び 

代表者名 

 

 

     年  月  日付け宮城県（  ）指令第  号で食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事

業費補助金の交付決定の通知のありました補助事業について、下記のとおり補助金交付要綱第１４の

規定により報告します。 

 

記 

１ 補助金額 

 

 

２ 補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

 

 

３ 消費税及び地方消費税の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

 

 

４ 補助金返還相当額（３－２） 

 

 

 

（注）１ 別紙として積算の内訳を添付すること。 

２ 課税事業者の場合であっても、単純に補助金の８％又は１０％相当額が消費税及び地方消

費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではない。 

 

 

 

 



 

 

別記様式第９号 

 

      年度食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事業費補助金に係る 

工業所有権取得等届出書 

 

 

                                    年  月  日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

 住  所 

申請者 名称及び 

代表者名 

 

 

     年  月  日付け宮城県（  ）指令第  号で食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事

業費補助金の交付決定の通知のありました補助事業について、工業所有権を取得（譲渡、実施権を設

定）したので、下記のとおり補助金交付要綱第１５の規定により届け出ます。 

 

記 

１ 種類（番号及び工業所有権の種類） 

 

 

 

 

２ 内 容 

 

 

 

 

３ 相手先及び条件（譲渡、実施権の設定の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別記様式第１０号 

 

食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事業費補助金に係る販売状況報告書 

 

 

                                     年  月  日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

 住  所 

申請者 名称及び 

代表者名 

 

 

  年度に実施した食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事業について、下記のとおり補助金交

付要綱第１６の規定により下記のとおり報告します。 

 

記 

 

        （単位：千円） 

商 品 名 

（本事業で開発した 

 商品ごとに記載） 

補助事業 

実施年度 

(  年  月～ 

  年  月) 

事業後 

１年目 

(  年  月～ 

  年  月) 

事業後 

２年目 

(  年  月～ 

  年  月) 

事業後 

３年目 

(  年  月～ 

  年  月) 

事業後 

４年目 

(  年  月～ 

  年  月) 

 

１ 

 

  

 

  

 

 

２ 

 

  

 

  

 

 

３ 

 

  

 

  

 

 

４ 

 

  

 

  

 

 

５ 

 

  

 

  

 

 

合   計 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別記様式第１１号 

 

    年度食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事業費補助金に係る交付決定前着手届出書 

 

 

                                    年  月  日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

 住  所 

申請者 名称及び 

代表者名 

 

 

事業に着手した後は、交付決定を受けるまでは、事業実施計画の変更を行わないことを条件に、交

付決定を受ける前に事業に着手したいので、食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり事業費補助金交付要

綱第７第２項の規定に基づき届け出る。 

 

記 

１ 事業の目的 

 

２ 補助事業に要する経費及び補助金交付申請額 

（１）補助事業に要する経費              円（税抜） 

（２）（１）のうち補助事業対象経費           円（税抜） 

（３）補助金交付申請額                円 

             

３ 着手予定年月日  令和  年  月  日 

 

４ 完了予定年月日  令和  年  月  日 

 

５ 交付決定前に事業に着手する理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


